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Abstract：Municipal offices functioned as a consultation service in the both cases 
such as staff members of specialized institutions could not judge if advocacy is 
necessary and staff members believed that it is necessary.
　The purpose of this research is to make the fundamental resources for the social 
network formation of the advocacy supporting system and its supporting center in 
a mountainous area. In the survey, questionnaire research was done to the welfare 
professionals in the area, asking current state, issues and necessary things to 
support advocacy. Based on this survey, we studied the construction of networking 
to support advocacy. 
　We found the following issues from the survey. （1） Advocacy is necessary when 
troubles in keeping track of finances and family relationship takes place. （2） The 
situation where right protection, or the case which strayed and the case where 
right protection support is needed, first of all, achieves the consultation window 
function of each organization of right protection of the window of a town in a 
specialized agency, and support organization is produced is seen. （3） We found that 
the consultation was promoted most in the sections for elderly-people welfare of 
the local government. Then welfare commissioner and a social welfare council of 
the town followed. .In this area, the local residents and local government played 
important roles in this issue. 



































































































　2013年 3月の時点で，A地区は，人口 235,907人（Ｔ県人口 580,516人），高齢化率 26.4%の
限界集落も抱える中山間地域であり，山間部での高齢者独居世帯の増加や，若者の山陽・近畿圏
への流出等による介護力の低下など，課題を抱える地域となっている．
　そのような T県 A地域において，2013年 4月，権利擁護支援センターが誕生した．平成 2011







































順だった（表 2）．権利擁護ケースは回答者担当者 1人当たり 15.62件，権利擁護ケース以外一
人当たり 78.65件，どちらか迷うケースは 2.41件だった（表 3参照）．
　回答者 118人の内，成年後見制度利用は，「利用している」31件（26.3％），「未利用」が 74
件（62.7％），無回答 13件（11％）だった．「利用している」31件の内，そのうち，補助 5名
（16.1％）補佐 11件（35.5％），後見 6件 (19.4％ )，任意後見 5件（16.1％），無回答 4件 (12.9％ )
だった．成年後見制度利用の利用が必要と思われるが利用に至っていないケースがあるかの問い





番号 区　分 回答数（人） 割合（％）
1 居宅介護支援事業所 48 40.8
2 小規模多機能型居宅介護事業所 5 4.2
3 地域包括支援センター 11 9.3
4 障がい者相談支援センター 1 0.8
5 高齢者施設 23 19.5
6 障がい者（児）施設 20 16.9
7 病院 8 6.8




































回答者数 22 1 8 8 5 44
ケース数 51 2 19 14 46 132
一 人
当 た り 2.3 2.0 0.0 2.4 1.8 9.2 0.0 3.0
権利擁護ケース以外のケース
回答者数 9 1 2 1 2 15
ケース数 20 1 150 2 8 181
一 人
当 た り 2.2 1.0 0.0 75.0 2.0 4.0 0.0 12
どちらか迷うケース回答者数 7 1 2 3 1 14
ケース数 19 1 12 4 1 37
一 人
当 た り 2.7 1.0 0.0 6.0 1.3 1.0 0.0 3
合計 ケース数 90 4 0 181 20 55 0 73
表 3　権利擁護ケース数（担当したケースの分析）
区　　分 回答件数（件） 合計ケース数（件） 一人当たり（件）
権利擁護ケース 50 781 15.62
権利擁護ケース以外のケース 20 1573 78.65
どちらか迷うケース 17 41 2.41



































































3 1 3 1 1 9
3
消費者被害（第三者，悪徳業者
などによる）のケース 7 1 2 3 1 14
4
多重債務（対象者自身や家族）















4 2 3 2 3 14
8 その他のケース 1 1













1 虐待（身体的，心理的，ネグレクト，経済的，性的）ケース 27 18.5
2 セルフネグレクト（対象者による介護拒否，環境劣化（ゴミ屋敷など））のケース 9 6.2
3 消費者被害（第三者，悪徳業者などによる）のケース 14 9.6
4 多重債務（対象者自身や家族）による経済的困窮のケース 13 8.9
5 本人の金銭（財産）管理の方法で親族（友人，知人）の間の調整が難しいケース 30 20.5
6 成年後見制度や地域福祉権利擁護事業の利用が必要と思われるケース 38 26
7 高齢者と障がい者等の同一親子（孫）世帯で，どちらにも権利擁護支援が必要なケース 14 9.6





1 虐待（身体的，心理的，ネグレクト，経済的，性的）ケース 5 12.9
2 セルフネグレクト（対象者による介護拒否，環境劣化（ゴミ屋敷など））のケース 7 17.9
3 消費者被害（第三者、悪徳業者などによる）のケース 3 7.7
4 多重債務（対象者自身や家族）による経済的困窮のケース 2 5.1
5 本人の金銭（財産）管理の方法で親族（友人，知人）の間の調整が難しいケース 11 28.2
6 成年後見制度や地域福祉権利擁護事業の利用が必要と思われるケース 8 20.5
7 高齢者と障がい者等の同一親子（孫）世帯で，どちらにも権利擁護支援が必要なケース 3 7.7





























45 2 2 2 2 4 4 1 2
2 セルフネグレクト（対象者による介護拒否，環境劣化（ゴミ屋敷など））のケース
27 1 4 3 2
3 消費者被害（第三者，悪徳業者などによる）のケース
27 2 3 1 1 1 2 1 3
4 多重債務（対象者自身や家族）による経済的困窮のケース
33 3 4 1 5 1 1 2
5 本人の金銭（財産）管理の方法で親族（友人，知人）の間の調整が難しいケース
41 3 3 1 2 5 10
6 成年後見制度や地域福祉権利擁護事業の利用が必要と思われるケース
58 5 3 2 1 3 2 3 13
7 高齢者と障がい者等の同一親子（孫）世帯で，どちらにも権利擁護支援が必要なケース
43 2 3 2 3 2 5
8 その他のケース























4 1 3 2 1 8 2 1 4
2 セルフネグレクト（対象者による介護拒否，環境劣化（ゴミ屋敷など））のケース
2 3 1 1 1 2 2 2 3
3 消費者被害（第三者，悪徳業者などによる）のケース
1 6 1 1 2 2
4 多重債務（対象者自身や家族）による経済的困窮のケース
1 3 3 1 2 3 1 2
5 本人の金銭（財産）管理の方法で親族（友人，知人）の間の調整が難しいケース
1 1 1 4 5 2 1 2
6 成年後見制度や地域福祉権利擁護事業の利用が必要と思われるケース
4 3 2 1 7 5 2 2
7 高齢者と障がい者等の同一親子（孫）世帯で，どちらにも権利擁護支援が必要なケース
1 3 5 4 1 6 2 4
8 その他のケース
















速やかに通報する 64 54.3 
通報することをためらう 34 28.8 
無回答 20 16.9 

































































































経済的，性的）ケース 7 7 2 2 3 21
2
セルフネグレクト（対象者による介護拒
否，環境劣化（ごみ屋敷など））のケース 1 1 4 1 1 8
3
消費者被害（第三者，悪徳業者などに
よる）のケース 8 2 3 13
4
多重債務（対象者自身や家族）による
経済的困窮のケース 3 1 3 2 2 1 12
5
本人の金銭（財産）管理の方法で親族（友
人，知人）の間の調整が難しいケース 8 1 6 5 1 21
6
成年後見制度や地域福祉権利擁護事業
の利用が必要と思われるケース 12 5 4 2 3 26
7
高齢者と障がい者等の同一親子（孫）世帯
で，どちらにも権利擁護支援が必要なケース 2 1 3 1 3 10
8 その他 1 1
合　　計 41 3 25 0 15 16 12 112
表 11　ケース別にみる連携による進展状況





経済的，性的）ケース 12 5 3 3 23
2
セルフネグレクト（対象者による介護拒
否，環境劣化（ごみ屋敷など））のケース 2 2 3 7
3
消費者被害（第三者，悪徳業者などに
よる）のケース 9 2 11
4
多重債務（対象者自身や家族）による
経済的困窮のケース 7 5 12
5
本人の金銭（財産）管理の方法で親族（友
人，知人）の間の調整が難しいケース 9 5 4 3 21
6
成年後見制度や地域福祉権利擁護事業
の利用が必要と思われるケース 14 6 1 21
7
高齢者と障がい者等の同一親子（孫）世帯
で，どちらにも権利擁護支援が必要なケース 3 2 2 1 8
8 その他 1 1















区　　　分 進展した 少しした あまりしていない 全くしていない 合　　計
ア　弁護士（弁護士会） 6 2 1 9
イ　司法書士（リーガルサポート） 6 1 2 9
ウ　社会福祉士 2 1 3
エ　法テラス 1 1
オ　警察 1 1 2
カ　担当主治医 4 3 7
キ　家族会 0
ク　民生委員 6 3 9
ケ　県社会福祉協議会 1 1
コ　市町社会福祉協議会 7 2 1 10
サ　東部福祉保健局 1 1 2
シ　市町福祉事務所 4 1 1 6
ス　消費生活センター 2 2 1 5
セ　障がい福祉担当課 4 3 1 8
ソ　障がい者相談支援事業所 5 2 7
タ　精神保健福祉センター 1 1
チ　高齢者福祉担当課 8 6 1 15
ツ　成年後見ネットワーク 4 2 6
テ　保健センター 2 2 4
ト　その他 6 1 2 9























































22 1 6 1 9 5 3 1 48
②ケース事例に関する全体コーディ
ネート（家族支援を含む）
17 6 9 5 4 1 42
③成年後見制度における申し立て支援 21 4 5 3 4 1 38
④成年後見制度における後見候補者
の調整（法人後見も含む）
11 3 2 1 4 1 22
⑤成年後見制度の申し立て費用の調整 9 2 1 1 2 15
⑥成年後見人のための相談支援窓口 14 1 5 10 3 4 1 38
⑦司法関係者（債務整理や裁判所申
し立て委任等）への橋渡し
14 4 3 2 3 1 27
⑧利害関係者との調整 3 1 1 1 14
⑨虐待事案における養護者の直接的
な支援や支援調整
13 2 1 2 1 2 21
⑩強制介入（危機介入を含む）を要
するケース事案の初動対応
11 1 2 3 1 2 20
⑪ケース事案の進捗管理 4 2 1 5 1 2 15
⑫他制度，他施策への橋渡し 12 2 3 1 2 20
⑬ケース事例の直接的な対応を全て
移管できる
11 1 1 1 3 1 2 20
⑭一般市町民向けの講座 11 5 1 1 18
⑮その他 1 4 5
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